
わが国における仕組み規制のないファンドの実態 
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ファンド業

務の 

概要 

高成長が見込まれ

るベンチャー企業

の未公開株式を数

十％～５０％程度

取得し、創業期を

サポートしてハン

ズオン支援を通じ

て企業価値を高

め、ＩＰＯ時の株

式売却により利益

獲得。 

主として非上場会

社の株式の過半数

を取得、相当期間

（３年から５年程

度）経営に参画、

生産性の低い部門

等の切り離しや業

務効率化、経営戦

略の変更等によ

り、企業価値を高

めた上で株式売却

により利益獲得。 

事業自体では利益

が出ているもの

の、過去の過剰な

投資などにより過

剰債務を抱え経営

困難に陥っている

企業に投資（株式

取得・債権買取・

融資等）し、財務

面の改善を行うと

ともに、事業再構

築等により、投資

先企業を再生、株

式の売却・債務の

返済により利益獲

得。 

再生ファンドのう

ち、地域金融機

関、地方公共団

体、(独)中小企業

基盤整備機構や日

本政策投資銀行等

が出資し、地域企

業の再生のための

資金を提供。 

主として上場企業

の株式を数％～数

十％取得し、株主

としての監督権を

活用して、配当の

増額や企業価値向

上を通した株価の

上昇による売却益

により利益獲得。 

確立した定義があ

るわけではなく、

投資対象や投資手

法も千差万別であ

るが、一般に、①

規制の緩やかな形

式で設立し、比較

的自由な投資行動

を取り、②一定の

リスクヘッジを行

いながら、絶対的

な収益を追求。 

不動産（又は不動

産信託受益権）を

取得・開発し、賃

料その他当該不動

産からの収益を得

ることにより、利

益獲得。 

一般に、映画やゲ

ーム、アニメ等の

製作のために事業

を共に行わない者

からの出資を受

け、著作権等を取

得し、その事業収

益を得ることによ

り利益獲得。 

通信設備を取得

し、そのリース料

を得ることにより

利益獲得。 

法的形態 

（注２） 

国内外ＬＰＳ 

任意組合 

匿名組合 

国内外ＬＰＳ 

任意組合 

匿名組合 

国内外ＬＰＳ 

任意組合 

匿名組合 

国内外ＬＰＳ 

任意組合 

匿名組合 

国内外ＬＰＳ 

任意組合 

匿名組合 

海外ＬＰＳ等 
有限会社・匿名組

合（ＹＫ＝ＴＫ）

国内外ＬＰＳ 

匿名組合 

信託 

匿名組合 

主要 

投資家 

機関投資家が中心

だが、個人も一部

参加。 

最低投資金額は、

数千万円～１億円

程度 

機関投資家中心（

個人は稀）。 

最低投資金額は１

億円以上（場合に

より１０億円以上

）。 

 地域金融機関等の

機関投資家、公的

機関等（個人はま

ずなし）。 

 銀行・保険等金融

機関、一部事業法

人等の機関投資家 

機関投資家中心。 関係事業者が中心

だが、個人参加型

もあり。最低投資

金額は、数万円か

ら。 

主として個人。 

最低投資金額は、

１００万円 

 

 

その他 ファンド総額： 

１．３兆円。 

ファンド本数： 

４２０ファンド 

（注３）。 

ファンド総額： 

１．１兆円 

ファンド本数： 

５７（注４） 

― 

ファンド総額： 

１９００億円程度

と推計（１７年時

点）。 

― ― 

ファンド総額： 

４．２兆円 

（注５） ― ― 

（注１）経済産業省「経済成長に向けたファンドの役割と発展に関する研究会」資料（平成１７年９月１３日）等に基づき作成。 

（注２）国内ＬＰＳとは、投資事業有限責任組合契約法に基づく組合を指す。 

（注３）平成１６年３月末時点。平成１６年度ベンチャーキャピタル等投資動向調査による。 

（注４）平成９～１６年前半までの累計。三菱総合研究所「日本バイアウトファンド ２００４年７月」におけるデータを一部加工。 

（注５）平成１６年度中に証券化された不動産資産額。国土交通省「不動産の証券化実態調査（平成１７年６月）による。 
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